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汀線は約3m/年の一定速度で後退していること，②高波

浪が続く冬期だけでなく波浪が静穏な夏期にも汀線の後

退を生じていること，③地盤高-1.5m付近に平坦な地形

が形成されていること，④地盤高-1.5m～-8mにかけて凸

状の断面形状を形成していること，である．

なお，検討対象区画が突堤で囲われていること，22測

線の汀線変化量の標準偏差が小さいことから，検討対象

区間内では沿岸漂砂が少なく，主に岸沖及び水深方向の

漂砂である二次元的な地形変化を生じているといえる．

3. 地形変化要因の推定

（1）一定速度で変化する外力等

6年間にわたり一定速度で汀線が後退するのであるか

ら，同じように一定速度で変化している外力等が汀線後

退の要因であると考えられる．全国港湾波浪観測網

（NOWPHAS）の新潟沖の観測地点（水深35m）における

2001年から2007年の有義波高は図-2のとおりである．夏

に小さく冬に大きい日本海側の特徴的な波高の変化を毎

年繰り返していて，波高が年々大きくなるという事実は

認められない．その他の条件の変化として，地盤沈下が

ある．新潟市周辺では，水溶性天然ガスを採取するため

に地下水のくみ上げが行われ，昭和30年代から急激な地

盤沈下を生じた．昭和48年に天然ガス採取のための地下
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Characteristic beach profile change has been observed at the beach with integrated shore protection system by large
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1. はじめに

新潟西海岸では大規模な潜堤と突堤及び養浜を組み合

わせた，面的防護による海岸保全事業が進んでいる．こ

の工法では，潜堤背後に洗掘溝が形成されるという独特

の地形変化が，潜堤施工に着手した1990年当初から現れ，

認識されていた．これに加えて，潜堤背後の浅海域の養

浜断面についても非常に特徴的な断面変化が生じている

ことが，最近分かった．著者ら（吉田ら，2008）はこの

点について指摘しているが，十分な考察には至っていな

い．そこで今回は，浅海域の養浜断面変化に的を絞り，

現地データと模型実験データによる養浜断面変化要因の

検討結果を報告する．

2. 養浜断面変化の実態

吉田ら（2008）は，潜堤背後の浅海域で生じる養浜断

面変化の実態を述べるため，潜堤と突堤の建設及び主要

な養浜を終えた，2本の突堤で囲われた区画の，2001年

から2007年の養浜断面変化を調べている．吉田らは単一

測線の養浜断面変化に着目しているけれども，ここには

検討対象区画内の50m間隔6測線の平均養浜断面の経年

変化として図-1に示す．吉田らは養浜断面変化と同じ区

画，同じ期間の汀線変化についても調べている．汀線変

化の対象測線は，過去の侵食対策事業で建設された離岸

堤の影響が少ない10m間隔の22測線としている．これら

の調査により吉田らが得た養浜断面変化の実態は，①地

盤高+3m～-1.5mの範囲に集中して侵食が生じていて，
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図-1 潜堤背後の養浜断面変化（現地データ）



水のくみ上げが全面禁止されたために昭和50年代からは

地盤沈下が穏やかになっている．しかし，図-3に示すよ

うに現在も1.5cm/年のほぼ一定速度で地盤沈下が進行し

ている．地盤沈下は相対的な海面上昇と考えることがで

きる．三村ら（1993）が指摘しているように，海面上昇

は汀線後退の要因になると考えられる．新潟西海岸の汀

線測量において潜堤の天端高も計測しており，それによ

り潜堤の天端も同じ速度で低くなっていることがわかっ

た．すなわち，地盤沈下は汀線の約500m沖の潜堤設置

位置にも及んでいる．潜堤の天端水深が年々大きくなっ

ているので，図-4に示すように高波浪時の波高伝達率は

1998年に比べて2008年が大きくなっている．潜堤の天端

水深は一定速度で大きくなっているので，波高伝達率も

一定速度で増加したと考えられる．

三村ら（1993）は，海面上昇に伴う汀線後退量を式

（1）のように提案している．

………………（1）

ここで，Aは各海岸に固有の定数，W*は汀線から移動限

界水深までの岸沖方向距離，Δyは汀線後退量，Sは海面

上昇量，Bはバームの高さ，tan βは前浜勾配である．こ
の式を用いて，海面上昇（地盤沈下）に伴う汀線変化量

を求めてみる．Aは栗山ら（2007）が新潟西海岸につい

て検討した0.117，移動限界水深を10mとしてW*は300m，

Bは3m，tan βは0.075として，1年間の地盤沈下量0.015m

に IPCC第4次評価報告書統合報告書政策決定者向け要約

（2007）に示される観測された海面上昇量0.003m/年を加

えた0.018mを海面上昇量Sとする場合の汀線後退量Δy

を求めると0.74mである．前述のとおり現地海岸におけ

る汀線後退量は約3m/年であるから，式（1）による汀線

後退量は実際の約1/4となった．このような違いを生じ

た原因として，三村らの式がなだらかな地形を対象とし

ているのに対して新潟西海岸の海浜断面が平坦部を含む

複合断面であること，三村らの式では水位上昇による波

高の変化はないが新潟西海岸は潜堤背後の波高が大きく

なること，などの条件の違いが考えられる．また，新潟

西海岸では潜堤背後に窪み地形（以下，「洗掘溝」とす

る）が形成されており，高波浪時には養浜砂が洗掘溝に

落ち込んでいる現象が確認されている．この現象も，新

潟西海岸の汀線後退量が三村らの式による算定結果より

大きい原因になっていると考えられる．

以上のように，汀線変化と同じように一定速度で変化

する外力等は，地盤沈下であると言える．

（2）養浜断面変化に及ぼす静穏波浪の影響

前述のとおり，新潟西海岸の波高は夏に小さく冬に大

きい．新潟西海岸の汀線測量は，6月と10月の年2回実

施されているので，6月の測量結果は冬期の高波浪によ

る地形変化を，10月の測量結果は夏期の静穏波浪による

地形変化を示していると考えられる．吉田ら（2008）の

汀線変化解析によると，一部例外はあるものの，6月測

量と10月測量のどちらも汀線の後退を示している．安定

な砂浜海岸では，一般的に高波浪時に侵食しても，その

後の静穏期に砂浜が回復することで安定性が保たれる．

しかし新潟西海岸では，静穏期に砂浜が回復しないこと

が，汀線が後退し続ける要因であると推定できる．また，

静穏期に砂浜が回復しないので，高波浪時に形成された

砂州が残り続けることが，砕波帯内に凸型地形を形成す

る要因となっている可能性が考えられる．
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図-2 NOWPHAS新潟沖の波浪観測結果

図-3 新潟西海岸付近の地盤沈下量

図-4 波高伝達率の経年比較



（3）旧離岸堤と潜堤の影響

新潟西海岸では，C.D.L.-1.5m程度の高さに平坦な地形

が形成される特徴がある．この位置は旧離岸堤（図-5参

照）の設置位置である．旧離岸堤とは，1950年代に建設

された潜堤が嵩上げされて離岸堤となったものを，1990

年代に新たな面的防護工法の養浜実施と同時に上層部が

撤去されて，再び水面下の構造物とされたものである．

旧離岸堤の残存部分の天端高はおよそC.D.L.-1.5mであ

り，平坦地形の高さと一致している．また，沖合の潜堤

の天端高はC.D.L.-1.7m～-1.8m程度で施工されている．

この天端高は平坦地形の高さと概ね一致していることか

ら，平坦地形の形成に潜堤の天端高（伝達波高）が影響

していることが連想される．

以上をまとめると，養浜断面変化の要因の推定結果は

以下のとおりである．

a）地盤沈下（相対的な海面上昇）による汀線の後退．

b）静穏期に砂浜が回復しないことによる侵食の蓄積．

c）旧離岸堤の残存天端高または潜堤の天端高（伝達

波高）による平坦地形の形成．

4. 水理模型実験による地形変化要因の検証

前章に示した地形変化要因の影響を検証するために，

移動床水理模型実験を実施した．前述のとおり，現地の

養浜断面変化は沿岸漂砂が少ない断面二次元的なもので

あるため，水理模型実験は二次元実験とした．水理模型

実験の内容を以下に示す．

（1）地盤沈下影響評価実験

新潟西海岸における地盤沈下は，汀線の沖合500m付

近の潜堤設置位置にも及んでいる．したがって，地盤沈

下は相対的な水位の上昇として扱うことができる．そこ

で，実験水位を段階的に高くして荒天時波浪を作用させ，

地形変化を確認した．事前に模型ひずみ率検定実験を実

施し，現地海岸と同様な地形変化を示す条件として，水

平が1/30で鉛直が1/20の模型縮尺を採用した．現地養浜

砂の中央粒径 0 .34mmに対し，実験砂の中央粒径は

0.11mmである．地盤沈下影響評価実験では，現地の海

浜断面を模擬した海浜断面を設置し，まず平均潮位であ

るC.D.L.+0.17mの潮位で有義波高4.5m，有義波周期9.5s

の荒天時波浪を10時間作用させて，実験水路内に安定地

形を形成した．次に潮位をC.D.L.+0.31m，C.D.L.+0.45m

と0.14mずつ段階的に高くしながら荒天時波浪をそれぞ

れ10時間ずつ作用させ，地形変化の状況を調べた．

3種類の潮位で荒天時波浪を10時間ずつ作用させた後

の海浜断面と，波作用中に計測した有義波高の空間分布

は図-5のとおりで，有義波高の数値データは表-1の「旧

離岸堤あり」とおりである．表-1の右側2列の「旧離岸

堤なし」は図-9の有義波高であり，この内容については

後述する．表-1の左から2列目の距離は現地海岸の測量

基準点からの沖向き距離である．「造波板前面」は現地

換算水深が約18mの一定水深部で，この地点の有義波高

はどのケースでも約4.1mの値を示していることから，造

波板から発生している波高はすべてのケースで同じであ

る．ところが，表-1の「旧離岸堤あり」の「潜堤直背後」

（図-5の距離が約500m地点）の有義波高を見ると，潮位

を0.14m高くするごとに有義波高が約0.06mずつ大きく

なっている．これは潜堤の天端水深を大きくすると，天

端水深増加分の約1/2だけ波高が大きくなることを示し

ており，前出の図-4に示したように地盤沈下によって高

波浪時の波高伝達率が大きくなった結果と一致してい

る．しかし，距離が約230mの「平坦部」の有義波高は

潮位が異なっても同じである．このことから，水位上昇

（地盤沈下）によって潜堤背後の波高が大きくなっても，

浅海部に到達する波高は同じであることがわかる．

図-5において養浜断面変化に着目すると，C.D.L.+4m

程度の遡上の先端からC.D.L.-1.7m程度の平坦地形の岸端

の範囲において，海浜勾配は変わらずに平行移動で汀線

が後退している．また，図-6の拡大図に示すように，潮

位を高くすると遡上の先端のバームは高い位置に移動し

ている．旧離岸堤付近の平坦地形の沖側端部（横軸の

250m付近）は潮位を高くしても位置が変わらないけれど

も，平坦地形の岸側端部位置は岸側に移動するので，潮
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図-5 水位変更による海浜断面と有義波高の変化
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表-1 有義波高の数値データ



位を高くすることにより平坦地形は広くなっている．こ

のことから，地盤沈下によって平坦地形が徐々に広くな

ったと推察できる．なお，後述するように新潟西海岸で

は静穏期に汀線が後退しているが，静穏期に砂浜の回復

が起これば，平坦地形は形成されないと考えられる．し

たがって，潜堤を有するすべての海岸で平坦地形が形成

されるものではない．

C.D.L.+3mから-10mの1m刻みの等深線の前進量を調べ

ると図-7のとおりである．●印は潮位を +0.17mから

+0.31mに変更したときの等深線前進量で，×印は+0.31m

から+0.45mに変更した場合である．地盤高±0m以上の

変化量が負の一定値を示しているのは海浜勾配が変わら

ずに汀線が後退したことを示しており，その変化量は2

種類の潮位で同じである．これは，一定速度の地盤沈下

により汀線も一定速度で後退することを示しており，現

地における地形変化の特徴と一致している．

このように，地盤沈下の代わりに水位を段階的に高く

した移動床実験により，現地海岸と同様に海浜勾配は変

わらずに一定速度で汀線が後退したことから，地盤沈下

が汀線後退の要因であると考えられる．

（2）砂浜回復影響評価実験

汀線付近において継続的な侵食を生じる要因として，

静穏期に砂浜が回復しないことが考えられるので，模型

実験において静穏期の波浪による海浜断面変化と漂砂量

を確認した．結果は図-8のとおりである．静穏期波浪は，

夏期における比較的大きな波高として1.0m（未超過出現

率96.1%）で，有義波周期は6.0sとした．凡例に示した

「旧離岸堤あり」は旧離岸堤と潜堤の両方がある状態，

「旧離岸堤なし」は旧離岸堤なしで潜堤ありの状態，「潜

堤なし」は旧離岸堤と潜堤の両方がない状態である．そ

れぞれの構造物配置で現地の海浜断面を模擬した海浜断

面を設置し，荒天時波浪を10時間作用させた後に静穏期

波浪を10時間作用させた後の断面は図-8の上段で，静穏

期波浪10時間の波作用による漂砂量は図-8の下段のとお

りである．荒天時波浪を10時間作用させた時点で各構造

物配置の海浜断面が異なったものとなっているので，上

段の海浜断面図で静穏期波浪の比較は行えない．そこで，

海浜断面図は下段の漂砂量図と位置関係の確認に用いた

い．漂砂量図は右上がりの勾配部分が堆積で，右下がり

勾配部分が侵食である．漂砂量図を見ると，波高と構造

物配置によって漂砂量に違いはあるものの，いずれのケ

ースでも汀線より岸側の遡上域から平坦地形の岸端の範

囲で侵食，平坦地形の岸端から旧離岸堤の範囲で堆積，

旧離岸堤から平坦地形の沖端付近の範囲で侵食，それよ

り沖側で堆積している．すなわち，汀線付近の砂は旧離

岸堤付近に移動し，平坦地形の旧離岸堤より沖側の砂は

沖側に移動していることから，漂砂方向は沖向きである

ことがわかる．「旧離岸堤あり」の構造物配置では有義

波高1.5m（未超過出現率99.4%）の実験も実施しており，

波高1.0mと同じ傾向で漂砂量が約2倍大きい結果であっ

た．これらの結果は，現地海岸において夏期に侵食が進

行している観測結果と一致している．

新潟西海岸において静穏期に砂浜が回復していない原

因は二つ考えられる．一つは潜堤と養浜を組み合わせた

面的防護海浜では静穏期にも砂浜が回復しにくい可能性

である．ただし，潜堤なしの実験断面においても砂浜が

回復しなかったことから，砂浜の回復に対して潜堤の影
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図-6 水位変更による海浜断面変化（汀線付近拡大図）

図-7 水位変更による等深線変化量

図-8 静穏期波浪（波高1.0m）による海浜断面変化と漂砂量



響は小さいといえる．もう一つは，日本海側では潮位の

変動幅が小さいので，静穏期の漂砂量が少なく，そのた

めに砂浜の回復も起こりにくい可能性である．加藤ら

（1981）は潮位が-0.4mから+0.6m，有義波高が1.0mから

1.8mの範囲で変動する4日間にわたり，現地海岸に設置

した仮設の二次元水路内の地形変化を計測し，上げ潮時

には岸向き漂砂を生じ，下げ潮時には沖向き漂砂を生じ

ることを報告している．服部・小松（1980）も現地観測

によって同様な成果を得ている．新潟西海岸は潮位変動

が平均的に0.5m程度で，夏期の有義波高は1m未満の出

現頻度が96%を占めることから，夏期の漂砂量が少ない

ため，砂浜の回復も起こりにくい可能性がある．

このように，静穏な波浪によって岸向き漂砂が発生し

ないため，冬期の高波浪による侵食が残存し蓄積される

ことで，継続的に汀線が後退していると考えられる．

（3）旧離岸堤・潜堤影響評価実験

前述のとおり，C.D.L.-1.5m付近に平坦地形が形成され

る要因として旧離岸堤や潜堤の存在が考えられるので，

これらの影響について検討する実験を実施した．

旧離岸堤なしの状態で現地の海浜断面を模擬した海浜

断面を設置し，平均潮位であるC.D.L.+0.17mの潮位で荒

天時波浪を10時間作用させた結果は，図-9の「潜堤あり」

のとおりである．この海浜断面を図-5に示した旧離岸堤

ありの結果と比較すると，波作用10時間後の両者の地形

はほぼ同じであり，どちらも平坦地形が維持されている．

したがって，C.D.L.-1.5m程度の平坦地形の形成に旧離岸

堤は影響していないといえる．

潜堤の影響を確認するために，図-9に破線で示す潜堤

の消波ブロック層を撤去した状態で現地の海浜断面を模

擬した海浜断面を設置し，平均潮位であるC.D.L.+0.17m

の潮位で荒天時波浪を10時間作用させた結果は，図-9の

「潜堤なし」のとおりである．潜堤なしではC.D.L.-1.5m

程度の平坦地形が完全に削り取られ，沖向き距離300m

以上に堆積している．その結果として，若干の起伏はあ

るけれども沖向き距離250～350m付近に新たな平坦地形

が形成されており，その高さはおよそC.D.L.-3.5mである．

「潜堤なし」の潜堤直背後の有義波高を図-9及び表-1で確

認すると3.2mであり，新たな平坦地形の水深とほぼ一致

している．「潜堤あり」の潜堤直背後の有義波高は1.9m

でこの条件の平坦地形の地盤高はおよそC.D.L.-1.7mであ

るので，やはり有義波高と平坦地形の水深がほぼ一致し

ている．すなわち，平坦地形は波高水深比がほぼ1の地

点に形成され，その水深は移動限界水深と比べるとかな

り小さい．

以上により，旧離岸堤の存在は平坦地形の形成に影響

していないこと，平坦地形の形成には潜堤の存在が影響

しており，平坦地形は潜堤の伝達波高と同じ水深に形成

されること，を確認した．

5. まとめ

新潟西海岸の養浜地形で生じている汀線後退や平坦地

形形成の要因を推定し，その要因の影響を二次元移動床

水理模型実験で評価した結果は以下のとおりである．

a）一定速度で生じている汀線後退と同様に，一定速度

で変化している外力等は地盤沈下である．地盤沈下は

相対的な海面上昇と見なすことができ，水位を段階的

に高くした移動床実験により，現地海岸と同様に海浜

勾配は変わらずに一定速度で汀線が後退したことか

ら，地盤沈下が汀線後退の要因であると考えられる．

b）静穏な波浪によって岸向き漂砂が発生しないため，

高波浪が頻発する冬期の侵食が残存し，そのために継

続的に汀線が後退していると考えられる．

c）汀線の沖側に平坦地形が形成される要因は潜堤の存

在であり，平坦地形は潜堤の伝達波高と同じ水深に形

成される．また，新潟西海岸では地盤沈下による相対

的な海面上昇によって平坦地形が徐々に広くなってい

る可能性がある．
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